
研究資料 97 

土砂災害の減災の観点から見た融雪注意報に関する検討

井良沢道也* 洋介**.***角田賠史料。村*

Examination of the effect of snowmelt advisories in reducing sediment disasters 

抗ichiyaIRASA W A本 andYousuke KUBODERA * *. *本・ and KOLlShi KAKUT A * *. • * * * 

しはじめに

Jえが閣では毎年多くの土砂災害が発生し，問時に多くの被害も発生している。その多くは悔

時期から台風期の豪雨によって発生することから，土砂災害に対する警戒・避難体制は連続降

i荷量や時間最大降雨量等の降雨量を最大の決定因子として構築されている。一方，日本海側を

中心、とする豪雪地帯では毎年， に担i現する土砂災害が発生している。 制!雪に起因する土砂

災害は，文字通り「努が融けるJことによって発生する災害であるが，崩壊などに限って言え

ば f雪が融けることによって発生した水分が土撲に供給されるJことによって発生する災害と

、 j~えることができる。つまり，稜雪によって地上に水分が答えられ，泰先の気ji乱や日射量

のj二:昇の影響を受け土壌へと水分が供給される。その結果，崩壊や地すべりなどの土砂災害が

発生しやすくなるということになる。そのため，東北地方のように額雪がある出地では，少量

の降雨でも崩壊や土石流，地すべりへの警戒をする必要がある。

融雪注意報とは，融雪'により災害が発生するおそれがあると予想したときに発表され， J1イ*
的には，洪水，浸水，土砂災害などの災害が発生するおそれがあるときに発表されるけんし

かし実際に発令される地域はある程度広域の範部(ここでとりあげる新潟県では長開地域な

とつであること，新潟県なとcでiま融雪注意報の発表基準1r1!が設定されているものの，気象庁所

管のどの観測所が基準に達したら発令されるかなどは明確では無い。

ここでは現行の融雪注意報の発表基準値の土砂災害の減災の観点から見た妥当性を検討する
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ために，新潟県!日山古志村小松倉地点において観測したデータと，新潟県の験雪注意報の発表

基準を満たす臼を調べ検討を行った。また，岩手県のように，融雪注意報はあるものの発表恭

準値は設定されていない地域において高標高山地での融雪観測値から注意報の設定に向けての

検討を行ったO

11.融雪注意報について

上述したように融雪注意報とは 「融雪によって災害のおそれのある場合にその旨を注意し

て行う予報」であるけん函-1は，各都道府県を「融雪注意報の発表基準値が設定されて

いるJ，r融雪注意報はあるが発表基準値は設定されていないJ，r融雪注意報がないjで区別し

たものである。東北地方や日本海側の'豪雪地情では融雪に起因した土砂災害を防ぐために各県

によって融雪注意報を定めている。しかし その発表基準は県によって様々であることがわか

〆J

J 

0 ・ :~1

，:-

、:ぷ

私

. Q_<f 

図-1 融雪注意報の設定状況
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る。

図 1より，北海道と北陸及び信越地方では，融雪注意報の発表基準髄が設定されている。

また，東北 6¥宗と岐阜県では，融雪注意報はあるが発表基準値は設定されていない。茨城県以

南の太平洋側及び岐阜県を徐く東海地方以西では 融雪説意報の設定自体がない。 2005年に全

国で発生した融雪に起因した土砂災害の件数は，新潟県33件，長野県 7件，青森県 5件，山形

県3件，富山県3件，兵庫県 2件，秋田県 1件，石川県 I件となっている (2)。融雪注意報

の設定がない兵庫県でも融雪に起臨した土砂災害が発生していることから. iJ_耳目本でも

意報の設定が望まれる。

関-1より，東北 6県では融雪i主意報の発表基準髄が定められていない。本研究で対象とす

る岩手県及び新潟県における，融雪注意報発表の暫定基準を表一 1に示す (3. 4)。新潟県

などの北陸地方の豪雪地帯や北海道では地域ごとに具体的な発表基準を定めているが，岩手県

を含む東北地方では具体的な発表基準植が設定されていない。また，一時的ではあるが，新潟

県では中越地震の影響で、地盤が脆弱化し土砂災害が発生しやすくなっているため，融雪注意報

発表の暫定基準が設けられたO 暫定基準は2005年3月1日から実施され. 2005年10丹21日13時

をもって廃止され，通常の基準に戻された。

一方. 2005年には東北地方で融雪に起因した土砂災害が9件発生しているので，東北地方で

も自白雪注意報の定量的な発表基準飽の検討が急がれる。特に.2005年に背森県で人名災害を伴

う融雪災害が発生している(表-2)。

2005年に新潟熊で発生した融雪に起因した土砂災害の一例を表ー 3に示す。 2005年4丹23日

には小松倉観測地点から北西に 8kmの長岡市濁沢地区にでIPliilOOm.長さ300mにわたる山腹

表-1 融雪注意報の発表基準

2005.3/1--2005.10/21 

上

新潟採 ②積雪地域の臼平均気温が4"C以

上でかつ， 臼雨量が20mm以上

ーと
②穣雪地域の臼王子均気温が7

0

C以

上でかつ，臼王子均風速が5mse 
c】

(盛向，新潟地方気象台よりは. 4)) 

表-2 2005年に青森県で発生した融雪に記因した土砂災害の一例
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表-3 2005年に新潟県で発生した融雪に起因した土砂災害の一例

月日

4月8日

4月8日

4月23日
4月23日

5月10日

地域

長岡市濁沢町

長関市村松

長岡市濁沢町

川口町木沢地区

十日町市浦田地区

分類

地すべり

がけ崩れ

山腹崩壊

山腹崩壊

地すべり

被災状況

県道へ土砂流出

人家まで 5mの地点に土砂到達

県道へ土砂流出，一時通行止め

l級河川松沢川の河道を閉塞

砂防河川樋田JIIに閉塞

崩壊が発生し県道柏崎高浜摺之内線に土砂が流出，一時通行止めの被害があったO また，向じ

日に小松倉地点から 4km南西に行った111口町木沢地区でも幅250m，長さ70mにわたり山腹崩

壊が発生し， 1級iiiTJIIである松沢川が河道閉塞となった。表一 3より， 4月8日及び4月23日

に土砂災害が多発した。この両日の小松倉地点における気象条件は， 4月23日は融雷注意報発

表の暫定基準(表-1)を満たしているが， 4丹88は満たしていない。

"1 .融雪注意報の発表基準の検討

1 .新潟県i日山古志村小松倉地点において発表基準を満たす臼

現行の融雪注意報の発表基準値の土砂災害の減災の観点から見た妥当性を検討するために，

小松倉地点において，新潟県の融雪注意報の発表基準を満たす日を調べた。本地点は!日山古志

村小松倉集落近傍であり，新潟県中越地震以降の融雪に起因した土砂災各を防止するための観

測データを得るために設置された。対象期間は， 2005年 i月l臼から2005年 5月81ヨ(小松倉

地点における推定消雪日)までである。ただ、し， 2005年 1月1日から2005cq三2月28日までは通

常の融雪注意報発表基準を満たすかどうか， 2005年3月l臼から2005年 5月8日までは暫定基

準を満たすかどうかについて調べた。

F手間最については 2"Cによる降雨降雪判定を適用したデータを使用した。該当する日の平均

気温と日雨量の値，そしてライシメータによる融雪水量実測値と本研究において融雪水量推定

に用いた 5手法のそれぞれの推定値を次の表-4に示した。観視1や手法の詳細については，

(5， 6)を参考にされたい。

表 lに該当する基準で小松倉地点における該当日を検討した。小松倉地点では15日間が融

雪注意報の発表基準を満たした。主にこれらの日は30mmday-1以上のï%~雪が記録され，推定

されている。 4月23日は表-3のように融雪に起回した土砂災害が相次ぎ，小松倉地点でも前

日から雨が降り続け，熱収支法により求めた備では30.2mmday-1の融雲水量と26mmday-l 

の降雨があった日で併せて60mm近くの水量が流動したこととなる。前日の22日も併せて50m

m近くの値となっているため，融雪に起因した土砂災害発生の危髄性が最も高かった日である

といえる。
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融雪注意報に該当する日と実測略推定した融雪水蜜の値(小松倉地点キ 2005年)nq 
表
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2.発表基準は満たさないが融雪水翠が多い臼について

それらには該当しないが，制!融雪詑}~、報は気温，及び降関量が発表基準となっているため，

雪水量が多く融当'に起i到した土砂災害発生の危険がある日が存在する。ここでは表 51乍

注意報の発表基準には該当しないが実測，lffi定した融雪水量の値が30mmday.!を超過する日

を対象とした。

その結果，融雪j主意報の基準には該当しないが融雪水量推定1f~が大きい日は表-5 に示すよ

を満たす日は気温の上昇する 4月うに 6日間が該当した。現行の融雪注意報の恭準では，

4月上旬から融雪水量30mmdaγlを超える日があることがわかる。下旬を中心、としているカ{

Degree-day~去と Degree四hour法は気j誌のみから推定するためほとんとcが気温の高い 4 月下旬に

(小松倉地点司 2005)融雪注意報の基準には該当しないが融雲水量推定値が、大きい日rhd 
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102 岩大i寅報 42 (2011) 

注意報基準を満たし， 4月上旬，中旬では30mm day-lを超える融雪水量を推定する日が全

くない。しかし，熱収支法や小池法では 4月上旬から30mm day-l以上の融雪水量を推定し

ている日があることから，気誌のみから推定を行う Degree-day法とDegree七our法で、は 4月上

旬の融雪開始期では実際の僚よりも多少小さく表現される傾向にある。

雪国低下法は表 4と表-5に示される日に共通して蓄えるが， r~年閣を記録した日では実ìP'IJ

値や熱収支j去の推定値よりも1. 5倍~2 倍近く過大に表現される結系となっている。降悶によ

り積雪深が急激に低下したためであるといえるが， に起因した土砂災害は 4月23日の災害

発生時のように降雨と融雪が連動して発生すること多く，降雨時に正確な融雪水最を推定する

ことが重要事項である。そのため，降雨時に融雲水量を過大評価する超音波積雪深計を用いた

雪国低下法では，実際の土砂災害防止のための正確な融雪水量推定を行うことは関難であり

20 
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図-2 融雪注意報に該当話と該当しないが融雪水蜜が多い告の気象要素の平均値の対比

(小松倉地点)



103 土砂災答の減災の観点から見た融雪注意報に関する検討

(7 )。る用性は低いと

また，熱収支法による推定値と降関量の合計が60mmday-lを記録し，小松倉地点近郊にお

いて土砂災害が相次いだ4月23日の望日の24日でも土砂災害の危険性はあったことがわかる。

しかし，現行の融雪注意報の暫定基準では 発表基準に該当しないため 4月24日の注意報の発

令は無いこととなる。更に 4月8日にも小松倉地点近郊の長岡市濁沢町において地すべりが発

生し，県道へ土砂が流出し，長間市村松でも崩壊により人家まで 5mの地点に土砂が到達した

しない。が，現行の融雪注意報の暫定基準では，発表基準に

と，融雪注意報に該当しないが融雲水量の多い(表-4) 2に融雪注意報に該当する日図

の気温と純放射量，熱収支法により求めた時間融雪水量の平均値を示した。気iJIr't5) 日

する方が4
0

C程度高いが 純放射還:は逆に融雪注意報に該当しないが，融iま融雪注意報に

雪水量の多い日の方が大きかった。また 熱収支法により求めた時開融雪水量の値は双方に大

きな違いは見られなかった。よって，気温は高くないが，純放射量が大きいため，融雪水量の

大きい日が存在していることが分かる。

これ前述したように小松倉地点において，融雪注意報の発表蒸準を満たす日は14日間あり，

しかし，らの日の熱収支法で推定した日融雪氷設の平均値は29mmday-lであった。

報の発表基準を満たさない日で，熱収支法で推定した日融雪水最が29mmday-l以上の日が3

4月24日)あった。このことから，現行の融雪注意報の発表基準は
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検討すべき余地が残っていると言える。表-6に4月14日及び4月15日， 4丹24日の最高気温，

最低気温， 日平均気溢， 日雨量を示す。また，国-3から図-5に4月14日及び4月15日， 4 

月24日の気象要素の日変化を示す。ただし，間中の融雪水量は熱j収支法で推定した融雪水量で

ある。

表-6より，これらの日の最高気溢と最低気温の差は13'C以上である。そのため，日平均気

温がf尽くなり融雪注意報の発表基準を満たさなかった。また 図-3から図-5より，風速も

気温が高くなる時間帯に大きい債となっていて，そのため，顕熱・潜熱輪送最による融雪が促

進された。さらに，これらの臼は晴天だったため，日照時間を可照時間で除して求められる日

照率が高く，純放射量による融雪水量も大きい値となった。つまり，これらの日において，融

当'注意報の発表基準を満たさなかったにもかかわらず 融雪水量が大きい{直となった原因は以

下の通りと推定される。

① 最低気温と最高気温の差‘が大きく，日平均気j昆が低くなったこと。

② 気温が高い時間帯に風速も大きくなり，融雪が促進されたこと。

③ 晴天だったため，純放射量による融雪水量が大きい値となったこと。

以上より，土砂災害の減災の観点から見た現行の融雪注意報はまだ検討の余地があると

る。上に挙げた 3つの原悶を考慮すると，磁!努注意報の発表恭準として日平均気温ではなく最

高気iEtを用いることが考えられる。また， r 6時から18時までの平均気温Jのように融雪が発

生しにくい夜間の気識を除外することも考えられる。融雪末期には，気j昆の日変化が大きいた

め，日平均気j昆を基準として融雪注意報を発表するのは危検な臼もあることが分かる。

3.融雪注意報の発表の基準の定められていない地域での検討

~岩手県八幡平970m地点、における融雪注意報の検討~

これまで述べてきたように岩手県では表-1に示すように融雪注意報発表の際に基準とする

具体的な{砲を定めていなし達。岩手県八幡平970m地点よりよ方の斜面は八IP香平地すべり地であ

り，融雪により地すべりの活動が確認されている (8)02005年において注意報の発表のあっ

た日を特定することはできないが，岩手県八幡王子970mii!!.点においては表-7に磁!雪水:量の値

が大きく，土砂災害の減災の観点から見て注意報発表の必要のあった日を示す。その際に表-

5に示す日の基準とした実測値のB激雲水量30mmday~l を超過することを基準とした。また，

4/15 

表-6 融霊注意報の発表基準を満たさない自における気象要素

6.5 

7.3 

。
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表一 7 融雪注意報の発表の必要があった日 (970m地点， 2005) 

日イす (OC) (mm) 実iDlHj直 支法 下法 法 法

4/ 6 7.4 。 69.9 70.6 55.8 19.7 37.9 19.2 

4/ 7 7.3 。 90.6 39.0 36.9 95.8 37. 1 18.8 

4/10 6.9 。 55.0 34.8 39.5 11. 8 35. 1 19.2 

4/15 4. 7 。 39.9 29.9 37.6 9.2 24. 1 12.3 

4/16 2. 7 。 30.5 26.6 41. 5 38.5 13.9 8.5 
4/20 2.6 。 30.1 13. 1 16.9 17.5 13.3 7.2 

4/21 3.9 。 39.4 16.5 23.5 13.4 19.9 10.1 
4125 5.9 。 54.5 28.2 35.2 39.7 30.3 15.4 
4126 6. 1 。 82.0 40.5 50. 1 33.5 31. 0 15.7 
4127 7.5 。 51. 1 39.7 49.5 43.0 38.4 19.5 
4128 10.8 2.0 110.1 76.5 63.4 51. 5 54.9 27.9 
4129 7.3 13.4 130.9 56.7 54.3 100. 1 37.1 18.9 
4/30 7.6 。 71. 8 38.5 42.5 17.6 38.7 19.7 

5/ 1 11.9 。 59.8 39.5 48.7 。 61. 0 31. 0 

5/ 2 8.0 0.6 36.8 51. 8 48.4 69.2 40.6 20.6 

5/ 3 7.2 。 0.63 55.5 49.4 。 36.8 18.7 

6 

※融雪水量の単位はすべて (mmday 1) 

表-8 岩手松尾アメダスの気温とアメダスデータを用いたDegree-day法の値

07n"，ヨ2:+'-1 前九Iミヨ可ア 、1.1:7-寸 Qウハ，明記冬官話芸子 ーす主足、7. こ右 』 ミ， 主

日付
ヌU庇 iし/ ヌ~i.illI. ¥しj 1日1IIl) υegree-u 

4/ 6 7.4 13.1 。 67.0 69.9 70.6 

4/ 7 7.3 10.8 。 55.2 90.6 39.0 

4/10 6.9 6.5 。 33.2 55.0 34.8 

4/15 4.7 7.7 。 39.4 39.9 29.9 

4/16 2.7 7.8 。 39.9 30.5 26.6 

4/20 2.6 7.1 。 36.3 30.1 13. 1 

4/21 3.9 9.3 。 47.6 39.4 16.5 

4/25 5.9 9.3 。 47.6 54.5 28.2 

4/26 6. 1 11. 4 。 58.3 82.0 40.5 

4/27 7.5 12 。 61. 4 51. 1 39.7 

4/28 10.8 17.5 2.0 89.5 110.1 76.5 

4/29 7.3 13.8 13.4 70.6 130.9 56.7 

4/30 7.6 11. 6 。 59.3 71. 8 38.5 

5/ 1 11. 9 15.3 。 78.2 59.8 39.5 

5/ 2 8.0 12.8 0.6 65.5 36.8 51. 8 
5/ 3 7.2 11. 7 。 59.8 0.63 55.に3 

※融雪水量の単位はすべて (mmdaγ1) 
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表-8には表一?に示した臼の岩手松尾アメダス観測地点の気温データとアメダス気温データ

を用いてDegree-day法を適用した結果を併せて示した。

言tl6EI!淘が実淑.iJ値30mmday-l以上を記録した。 )¥1播平970mr也4月6日以降，その結巣，

3月中旬から断続的に融雪を記録する小松倉地点では 4月上旬から急激に融当'水最が増加し

ピーク{臨も小とは対照的に，融雪量の日変動が激しいことが特徴である。また，点(l90m)

に起因した土砂災害発生の危険の高い日が融雪最盛期を中心lこ松倉地点に比べ高いため，

数多くある。

と970m地点で、は日平均気識が関-6に示すように岩手松尾アメダス観測地点(標高275m)

しかしながら，岩手松尾アメダスの気品データから算出したDegree-day法50C程度異なる。

は970m地点の大まかな融雪現象を再現することは可巴能である。また，融雪水量が多いとされ

た日の中には， 970m地点の平均気品が3
0

C未満の日もあり，気温以外の要素にも融雪が依存

による低気j昆を風波によってしていることが分かる。水津 (9)が述べているように，

補っているものと推測される。

まとめと課題IV. 

1 )北海道と北陸及び信越地方では 禄~!雪注意報の発表基準値が設定されている。また，東

あるが発表基準値は設定されていない。茨i成県J_j_r*Iの太平北6県と!岐阜県では，

洋側及び|岐阜県を除く東海地方以凶では，融雪注意報の設定自体がない。融雪注意報の設定が

に起因した土砂災害が発生していることから，融雪11:意報の設定が望まれる。ない県でも

を含む;東北各県では，具体的な融雪注意報発表基準を定めていないが， 2005年に2 ) 

青森県で人命災害を伴う融雪災害が発生しており，土砂災害の減災の綴点から，新潟県や北海

道のように具体的な基準を設ける必要性がある。

3 )現行の融雪注意報の発表器準値の土砂災害の減災の観点から見た妥当性を続討するため

悲守主絞;t草アメ
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に，新潟県!日山古志村小松倉地点において 新潟県の融雪注意報の発表基準を満たす日を調べ

た。新潟県における融雪注意報は気温，降水量，風速を基準に発表されるが，基準を満たさな

い日でも融雪に起国した土砂災害発生の危険性が高い臼が存在する。基準を満たさない日で融

雪量の多い日は，日照時間や日射量，純放射最といった放射収支に関する要素が関係している

こと治宝わかった。

4 )融雪注意報の発表の基準の定められていない地域として岩手県八幡平において~融雪注意

報の検討を行った。検討した地点は970m地点と高標高であり，小松倉地点(l90m) と比べ，

日変動が激しいことが特酸である。また，ピーク値も小松倉地点に比べ治~"、ため，融

した土砂災害発生の危険の高い日が融雪最接期を中心、に数多くある。また，融雪水量

が多いとされた日の中には，王子均気温が3oc未満の臼もあり，気泊以外の要素にも融雪が依存

していることが分かる。 高標高による低気温を風速によって被っているものと推測される。

5 )融55・最盛期に気~jij'，上昇と共に融雪が集中する岩手県を含む東北各県でも，具体的な注意

報発表基準の検討が望まれる。その基準として日平均気j昆意外にも時水量や日照時間，日射置。

を加味する必要があると提案する。また，対象日前後の日の天候も考慮に入れるべきである。

土砂災害の減災の観点から見て現行の融雪注意報の発表基準の適合性を検討した結果，さら

なる検討が必要であるといえる。一方，融雪特性l土地域によって異なり，また制(雪水量推定手

法の特徴や適合性も様々である。また，気象条件に伴い融雪水量推定手法の精度が変化する。

現実的には限られた気象蹴測所のデータから融雪注意報を発令せざるを得ないため，困難な点

は多いが，現行の土砂災答警戒埼報 (5km四方)のように分布型の予報が望ましい。融雪注

意報は住民に土砂災筈発生の危険性を示す最も簡易的な指標である。そのため，正確な融雲水

量を推定し，近隣の住民に正確な情報を与えられるように，今後 i主意報発表基療の改良を

め，吏なる調査とそれに基づいた検討が必要であるっただし，本検討は観測対象地もデ…タ苔

碕期間も少ないので¥今後さらに多くの地点，長期間の観測による検討が望まれる。
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Summary 

1n ]apan. sediment disasters are an annual occurrence. However， the prediction of 

sediment disasters resulting from thaws is not well established， although the 

Meteorological Agency issues snowmelt advisories. These announce when a disastεr may 

occur as a result of a snowmεlt. We examined the success of these advisories in 1・educ-

ing the effects of snowmelt sediment disasters. 




